
整理番号
（システム）

システム等の名称 申請等手続 主な手続名
オンライン申請等を受け

付けるための費用
（千円）

2
金融商品取引法に基づく有価
証券報告書等の開示書類に
関する電子開示システム

31
有価証券報告
書等の提出

363,284

整理番号
（システム）

システム等の名称
全体の経費

（千円）

720,090

1,848,808

使用予定期間 5

年間整備経費
②

369,762

0

1,089,852

事務所数 ① 事務所数 ②
単位滞在時

間（分）
③

1 確認書の提出 - 16,196 16,196 12 1,302 12 8,587 5 193 10,082 0 163,288 -

2 外国会社確認書の提出 - 0 0 1 4,510 1 29,747 5 193 34,450 0 0 -

3 内部統制報告書の提出 - 3,746 3,746 12 1,302 12 8,587 10 386 10,275 0 38,490 -

4
外国会社内部統制報告書の
提出

- 0 0 1 4,510 1 29,747 10 386 34,643 0 0 -

5 四半期報告書の提出 - 11,762 11,762 12 1,302 12 8,587 15 579 10,468 0 123,123 -

6
外国会社四半期報告書の提
出

- 0 0 1 4,510 1 29,747 15 579 34,836 0 0 -

7 外国会社半期報告書の提出 - 1 1 1 4,510 1 29,747 15 579 34,836 0 35 -

8 対質問回答書の提出 - 0 0 1 4,510 1 29,747 10 386 34,643 0 0 平成20年度 0件、平成21年度 1件

算出方法等

955,794 ○

様式２　申請等受付システム単位の費用対効果
オンライン申請等を受け付け

ることによる効果
（千円）

費用対効果
１以上

備考

金融商品取引法に基づく有価
証券報告書等の開示書類に
関する電子開示システム

年間運用経費① 240,030

（１）　申請等受付システムの費用

費用の区分
オンライン申請等を受け付け

るための費用
（千円）

2

【算出の基本的な考え方】
ＥＤＩＮＥＴシステムは、従来紙媒体で提出されていた有価証券報告書、有価証券届出書等の開示書類等について、その届出から公衆縦覧等に至るまでの一連の手続を電
子化することにより、①提出者の事務負担の軽減②投資家等の企業情報等へのアクセスへの平等・迅速化を図り、もって証券市場の公平性・効率性を高めることを目的とし
て開発されたシステムです。
従って、当システムは、書類の提出（オンライン申請）、縦覧及び審査の各業務を一つのシステムで運用していることから、「全体の経費」の中から書類提出（オンライン申請)
の経費だけを抜き出すことは困難です。
そこで、「オンライン申請等を受け付けるための経費」の算出にあたっては、当システムの機能が書類提出（オンライン申請)、縦覧及び審査の三業務であることを考慮し「行
政手続きのオンライン利用範囲の判断に係る実施要領」別紙1の3(1)②に従い、便宜上、全体の経費の1/3が書類提出（オンライン申請)の経費に相当すると看做し、「年間
運用経費」及び「整備経費」の「全体の経費」をそれぞれ3で除した金額を記載しています。

【年間運用経費】
①機器借料・保守料等
　　375,480千円×1/3=125,160千円
②ミドルウェア借料・保守料等
　　114,660千円×1/3＝38,220千円
③運用経費
　　229,950千円×1/3＝76,650千円

【年間整備経費】
　　初期整備経費　1,573,304千円＋これまでの改修経費の累計(275,504千円)＝1,848,808千円
　　1,848,808千円×1/3＝616,269千円

【その他の年間の費用】

【使用予定期間の具体的な算出方法】
当システムの使用予定期間に定めが無いことから、便宜上、「現在の機器調達契約等期間（リース期間)である5年(平成20年４月～平成25年3月）」としています。

整備経費 616,269

5

123,254

その他の年間の費用
③

0

費用合計
(=①+②+③)

363,284

（２）　手続ごとの効果

整理番号
（手続）

手続名

複数の手続のオンラ
イン利用を一体的に
判断する場合の手続

群の名称

年間
申請等件数

年間オンライン
申請等件数

⑥

オンライン利用１件当たりの効果
その他の効果

（円）
【様式３】

⑤

１手続当たりの効果
（千円）

(④×⑥+⑤)/1000
備考

窓口への往復交通費削減効
果 （円）

窓口への移動時間短縮効果
（円）

行政機関滞在時間短縮効果
（円）

合計
④

=①+②+③

1



事務所数 ① 事務所数 ②
単位滞在時

間（分）
③

整理番号
（手続）

手続名

複数の手続のオンラ
イン利用を一体的に
判断する場合の手続

群の名称

年間
申請等件数

年間オンライン
申請等件数

⑥

オンライン利用１件当たりの効果
その他の効果

（円）
【様式３】

⑤

１手続当たりの効果
（千円）

(④×⑥+⑤)/1000
備考

窓口への往復交通費削減効
果 （円）

窓口への移動時間短縮効果
（円）

行政機関滞在時間短縮効果
（円）

合計
④

=①+②+③

9
電子開示システム届出書に関
する変更内容等を記載した書
面の提出

- 2,149 2,149 12 1,302 12 8,587 10 386 10,275 0 22,081 -

10
有価証券通知書の変更通知
書の提出

- 44 33 12 1,302 12 8,587 15 579 10,468 0 345 -

11
電子開示システム届出書の提
出

- 660 660 12 1,302 12 8,587 15 579 10,468 0 6,909 -

12 発行登録書の提出 - 3,335 3,335 12 1,302 12 8,587 15 579 10,468 0 34,910 -

13 発行登録取下届出書の提出 - 81 81 12 1,302 12 8,587 10 386 10,275 0 832 -

14 発行登録追補書類の提出 - 910 910 12 1,302 12 8,587 15 579 10,468 0 9,526 -

15 発行登録通知書の提出 - 0 0 12 1,302 12 8,587 15 579 10,468 0 0 -

16 外国会社報告書の提出 - 1 1 1 4,510 1 29,747 20 772 35,028 0 35 -

17 半期報告書の提出 - 3,022 3,022 12 1,302 12 8,587 15 579 10,468 0 31,634 -

18 臨時報告書の提出 - 11,644 11,643 12 1,302 12 8,587 10 386 10,275 0 119,631 -

19
自己株券買付状況報告書の
提出

- 2,723 2,723 12 1,302 12 8,587 10 386 10,275 0 27,979 -

20 親会社等状況報告書の提出 - 179 179 12 1,302 12 8,587 15 579 10,468 0 1,874 -

21 有価証券報告書の提出 - 10,765 10,765 12 1,302 12 8,587 20 772 10,661 0 114,763 -

22 意見表明報告書の提出 - 68 68 1 4,510 1 29,747 10 386 34,643 0 2,356 -

23 公開買付撤回届出書の提出 - 0 0 1 4,510 1 29,747 10 386 34,643 0 0 -

24 公開買付報告書の提出 - 76 76 1 4,510 1 29,747 10 386 34,643 0 2,633 -

25 大量保有報告書の提出 - 3,827 3,827 12 1,302 12 8,587 20 772 10,661 0 40,799 -

26
大量保有報告書に関する変更
報告書の提出

- 7,257 7,257 12 1,302 12 8,587 20 772 10,661 0 77,365 -

27
大量保有報告書(特例報告)に
関する基準日の届出書の提
出

- 56 56 12 1,302 12 8,587 10 386 10,275 0 575 -

28 公開買付届出書の提出 - 137 137 1 4,510 1 29,747 20 772 35,028 0 4,799 -

29
別途買い付けの特例を受ける
ための申請書の提出

- 0 0 1 4,510 1 29,747 10 386 34,643 0 0 平成20年度 2件、平成21年度 0件

2



事務所数 ① 事務所数 ②
単位滞在時

間（分）
③

整理番号
（手続）

手続名

複数の手続のオンラ
イン利用を一体的に
判断する場合の手続

群の名称

年間
申請等件数

年間オンライン
申請等件数

⑥

オンライン利用１件当たりの効果
その他の効果

（円）
【様式３】

⑤

１手続当たりの効果
（千円）

(④×⑥+⑤)/1000
備考

窓口への往復交通費削減効
果 （円）

窓口への移動時間短縮効果
（円）

行政機関滞在時間短縮効果
（円）

合計
④

=①+②+③

30 有価証券通知書の提出 - 271 106 12 1,302 12 8,587 15 579 10,468 0 1,110 -

31 有価証券届出書の提出 - 11,833 11,832 12 1,302 12 8,587 30 1,158 11,047 0 130,703 -

合計 31 0 90,743 90,565 955,794
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